
証券コード　4957
平成27年６月１日

株主のみなさまへ
広島県府中市高木町1080番地

代表取締役社長 安 原 禎 二

第 5 7 期 定 時 株 主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第57期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数なが
ら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いた
だき、平成27年６月15日（月曜日）午後４時45分までに到着するようご送付くださいますようお願い
申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年６月16日（火曜日）午前10時
２．場 所 広島県福山市三之丸町８番16号

福山ニューキャッスルホテル　３階「光耀中の間」
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第57期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報告及び計算書類の内

容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 監査役３名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげ
ます。
　なお、事業報告及び計算書類並びに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の事項
をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.yschem.co.jp/）に掲載いたしますのでご了承ください。
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（添付書類）

事　業　報　告

(平成26年 4 月 1 日から)平成27年 3 月31日まで

１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀による金融緩和政策を背景

に企業業績や雇用情勢の改善が見られるなど、緩やかな回復基調が続きました。しかしなが
ら、円安に伴う原材料価格の高騰、消費税増税や天候不順による個人消費の停滞など、依然
として先行き不透明な状況が続いております。

当社が関係しております粘着・接着・香料・電子材料・ラミネート業界におきましては、
輸出企業を中心に持ち直しが見られるものの、国内需要の低迷や円安に伴う主原料高、企業
間における価格競争の激化等、厳しい状況が続いております。

このような経済情勢のなかで、当社といたしましては、国内外の新規市場並びに新規顧客
の開拓、既存取引先との関係強化を積極的に推進し販売の拡大に努力する一方、全社にわた
り生産効率のアップ、業務の効率化を図り、収益の確保に取り組んでまいりました。
　以上の結果、当事業年度の売上高は、12,084百万円（前事業年度比106.7％）と増収になり、
経常利益は1,102百万円（前事業年度比212.9％）、当期純利益は611百万円（前事業年度比
199.1％）とそれぞれ増益になりました。

各部門の状況は次のとおりであります。
・テルペン樹脂部門

　自動車用品用途のテルペンフェノール樹脂及び変性テルペン樹脂が、輸出を中心に好調に
推移しました。また、電子部品用途の水添テルペン樹脂が堅調に推移しました。その結果、
部門全体の売上高は、前事業年度比104.8％と増収になりました。
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・化成品部門
　ペースト溶剤用途が需要低迷の影響を受け低調に推移しましたが、塗料用途及び電子機器
用途の化学品が好調に推移しました。その結果、部門全体の売上高は、前事業年度比117.7％
と増収になりました。

・ホットメルト接着剤部門
　食品包材用途の押出しコーティング用ホットメルト接着剤及び生活用品用途の粘着剤が好
調に推移しましたが、自動車部品用途の接着剤が低調に推移しました。その結果、部門全体
の売上高は、前事業年度比99.7％と減収になりました。

・ラミネートフィルム部門
　製本向け光沢加工紙用ラミネートフィルム及び商業印刷用フィルムが、国内需要の低迷と
価格競争の影響を受け低調に推移しました。その結果、部門全体の売上高は、前事業年度比
99.0％と減収になりました。

部門別売上高は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

区 分 当 事 業 年 度 売 上 高 構 成 比 前 事 業 年 度 比

テ ル ペ ン 樹 脂 5,697 47.1　　％ 104.8　　％

化 成 品 3,353 27.8 117.7

ホ ッ ト メ ル ト 接 着 剤 2,567 21.2 99.7

ラ ミ ネ ー ト フ ィ ル ム 466 3.9 99.0

合 計 12,084 100.0 106.7

②　設備投資の状況
当事業年度中の設備投資の総額は564百万円であり、当事業年度に取得しました主なものは、

福山工場の化成品製造設備であります。

③　資金調達の状況
当事業年度は、増資、社債発行による資金調達はありません。
なお、設備投資資金は、自己資金によっております。
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⑵　財産及び損益の状況の推移

区　　分 第54期
平成24年３月期

第55期
平成25年３月期

第56期
平成26年３月期

第57期
(当事業年度)

平成27年３月期

売 上 高(千円) 12,077,076 11,037,667 11,329,451 12,084,634

経 常 利 益(千円) 1,591,928 270,294 517,971 1,102,821

当 期 純 利 益(千円) 863,822 88,842 306,954 611,267

１株当たり当期純利益(円) 84.06 8.65 29.87 59.49

純 資 産(千円) 16,589,698 16,661,885 16,848,579 17,465,795

１ 株 当 た り 純 資 産 額(円) 1,614.44 1,621.51 1,639.69 1,699.80

総 資 産(千円) 22,870,067 22,393,182 21,791,806 21,682,052

（注）　１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は、事業年度中平均発行済株式総数（自己株式数を控除し
た株式数）及び事業年度末発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）により算出しております。

⑶　対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、世界経済は米国の堅調な成長が期待できるものの、中国をは

じめとした新興国において成長率の鈍化が懸念されます。また、日本経済においては円安の定
着、原油安の影響により製造業を中心に緩やかな回復基調にあるものの、一方で原材料価格の
高騰や個人消費の低迷などの下振れ要因があり、依然として予断できない状況が続いておりま
す。このような状況において当社は、国内外での新市場の開拓、既存取引先との関係強化を積
極的に推し進めるとともに、高付加価値製品の研究・開発に努める所存でございます。また、
人材育成が重要課題の一つであるとの認識に基づき、社員の知識・技術の向上や意識改革を図
り、人材育成に努めてまいります。更に、生産効率、業務効率の向上を図るなど、今まで以上
に企業体質の強化、収益の拡大に全社をあげて鋭意努力していく所存でございます。

株主のみなさまにおかれましても、今後とも何卒一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願
い申しあげます。
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⑷　主要な事業内容（平成27年３月31日現在）
以下の製品の製造及び販売
テ ル ペ ン 樹 脂 部 門：粘着テープ用樹脂、ホットメルト接着剤用樹脂､

プラスチック改質用樹脂等
化 成 品 部 門：テルペン系合成香料、ポリエチレンワックス、製紙用サイズ剤、

半導体封止用エポキシ硬化剤等
ホットメルト接着剤部門：ホットメルト接着剤等
ラミネートフィルム部門：光沢紙用ＰＰフィルム、包装用多層フィルム、産業資材ラミネート等

⑸　主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）
本社　　　広島県府中市高木町1080番地
オフィス　東京オフィス（東京都千代田区）
営業所　　東日本営業所（東京都武蔵野市）、

西日本営業所（大阪市北区）
研究所　　広島県福山市
工場　　　高木工場（広島県府中市）、新居浜工場（愛媛県新居浜市）

鵜飼工場（広島県府中市）、福山工場（広島県福山市）
総領工場（広島県庄原市）、川内工場（鹿児島県薩摩川内市）

⑹　使用人の状況（平成27年３月31日現在）
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 数

265名 3名減

⑺　主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 中 国 銀 行 850百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 750

株 式 会 社 広 島 銀 行 260

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 100
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２．会社の株式に関する事項（平成27年３月31日現在）
⑴ 発行可能株式総数 22,000,000株
⑵ 発行済株式の総数 10,839,663株
⑶ 株 主 数 1,746名
⑷ 大株主（上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ワ イ エ ス 興 産 有 限 会 社 1,237千株 12.0％

安 原 禎 二 1,191 11.6

ヤ ス ハ ラ ケ ミ カ ル 取 引 先 持 株 会 765 7.4

敷 田 憲 治 694 6.8

株 式 会 社 中 国 銀 行 511 5.0

槇 本 　 通 504 4.9

沖 津 妙 子 462 4.5

有 限 会 社 宗 江 373 3.6

有 限 会 社 マ キ 373 3.6

後 藤 一 紀 245 2.4

（注）１．当社は、自己株式を564,453株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式数を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 安 原 禎 二 ワイエス興産有限会社代表取締役社長
有限会社スマイル代表取締役社長

常 務 取 締 役 沖 津 弘 之 営業本部長兼技術部統括

取 締 役 敷 田 憲 治 購買部長
有限会社宗江代表取締役社長

取 締 役 中 居 英 尚 生産本部長兼新居浜工場長
常 勤 監 査 役 大 原 康 徳
監 査 役 前 岡 　 良
監 査 役 内 林 誠 之 青山商事株式会社社外取締役
（注）１．監査役前岡　良氏及び監査役内林誠之氏は、社外監査役であります。

２．監査役前岡　良氏は、税理士事務所に勤務し、決算手続き、税務申告等の実務経験を通じて専門的識
見を培い、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

３．平成27年６月１日付で、取締役の担当を次のとおり変更しております。
　　中居英尚氏　（新）生産本部長　（旧）生産本部長兼新居浜工場長
４．当社は、監査役前岡　良氏を、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。

⑵　事業年度中に退任した取締役及び監査役
氏 名 退 任 日 退 任 事 由 退 任 時 の 地 位 ・ 担 当 及 び

重 要 な 兼 職 の 状 況
飯 村 英 男 平成26年６月17日 任 期 満 了 取締役生産本部長付

⑶　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 人 数 報 酬 額

取 締 役 ５名 140,411千円
監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

３
（２）

12,140
（4,800）

合 計 ８ 152,551
（注）１．上記報酬等の額には、平成26年６月17日開催の第56期定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役１名を含んでおります。
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２．取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、平成３年３月30日開催の第32期定時株主総会において月額13,000千円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
４．監査役の報酬限度額は、平成21年６月18日開催の第51期定時株主総会において年額18,000千円以内

と決議いただいております。
５．上記報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当事業年度増加額（取締役５名に対し20,961千円、監査

役１名に対し540千円）が含まれております。
６．上記報酬等の額のほか、平成26年６月17日開催の第56期定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労

金を下記のとおり支給しております。
　　　退任取締役　１名　1,241千円
７．当事業年度末現在の役員退職慰労引当金の残高（当事業年度に係る役員退職慰労引当金の増加額を除

く。）は次のとおりであります。
・取締役４名に対し417,229千円
・監査役１名に対し　3,530千円

⑷　社外役員等に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査役内林誠之氏は、青山商事株式会社の社外取締役であります。当社は青山商事株式会社と
の間に特別な関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査役会への出席状況

区 分
取 締 役 会 （ 1 3 回 開 催 ） 監 査 役 会 （ 1 2 回 開 催 ）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監 査 役 前 岡 　 良 13回 100.0％ 12回 100.0％

監 査 役 内 林 誠 之 12 92.3 11 91.7
（注）　上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第27条の規定に基づき、取締役会決議が

あったものとみなす書面決議が１回ありました。

・取締役会及び監査役会における発言状況
　監査役前岡　良氏は、税理士事務所に勤務し、主に財務状況に関して意見を述べるなど、取
締役会及び監査役会において適切な助言・提言を行っております。
　監査役内林誠之氏は、弁護士の資格を持ち、主に法律面の見地から意見を述べるなど、取締
役会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
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③　責任限定契約の内容の概要
当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、5,000千円または会社法第425条第１項に定める

額のいずれか高い額としております。

④　社外取締役を置くことが相当でない理由
当社は従来、当社事業の現場に精通した社内出身者である取締役を中心に、迅速かつ当社事業

の特性をふまえた意思決定を取締役会で行うことを重視しており、社外取締役の選任は行ってま
いりませんでした。もっとも、当社といたしましても、経営への監督を強化するための社外取締
役の選任の有効性に関する近時の議論をふまえ、現在社外取締役の候補者の選定を行っておりま
す。しかしながら、取締役として重要な経営上の意思に参加していただく以上、企業経営への理
解に加えて、当社が属する化学業界に関する知見を有した方である必要があり、また、経営への
客観的な意見をいただくため、当社経営者からの独立性を有する必要があると考えております。
そして、現時点でこれらの要件を満たす適任者の方の選定に至っておりません。適任者でない方
を社外取締役として選任した場合、当社経営の機動性等を害する一方、取締役会に期待される機
能が果たされない可能性があり、相当でないと判断しております。

社外取締役を置くことにつきましては、今後とも当社に最適のコーポレートガバナンスを目指
し、周囲の環境や市場動向の状況等も勘案しつつ引き続き検討を重ねてまいりたいと存じます。
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４．会計監査人の状況
⑴　名　　　　　　　称　　　有限責任監査法人トーマツ

⑵　報　酬　等　の　額
①　当事業年度に係る会社が支払うべき会計監査人の報酬等の額 13,500千円
②　会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 13,500千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合
計額を記載しております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会社都合の場合の他、当社監査役会は、当該会計監査人が会社法第340条第１項各号に定められ

ている解任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みがないと判断した場合、もしくは、監督
官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社の監査業務に重大な支障をきたす事態が生じた場合に
は、取締役会に対して会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に付議するよう請求
いたします。

（注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１日に施行さ
れたことに伴い、会計監査人の解任または不再任に関する議案の決定機関を、取締役会か
ら監査役会に変更しております。なお、上記には事業年度中における方針を記載しており
ます。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正

を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
⑴　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る書類（電磁的記録を含む）については、文書管理規程に基づき適切か
つ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとする。

⑵　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社は、当社の業務執行に係るリスクとして、以下ａからｅのリスクを認識し、その把握と管

理についての体制を整えることとする。
ａ．会社の過失により取引先及びユーザーに多大なる損害を与えたとき
ｂ．重大な事故、災害（労働災害を含む）等を発生させたとき
ｃ．火災、地震、風水害等によって多大の損害を受けたとき
ｄ．災害、事変等により仕入先からの主原料の調達が著しく困難になったとき
ｅ．その他会社の存続にかかわる重大な事案が発生したとき

②　リスク管理体制の基礎として、危機管理規程を定め、同規程に従ったリスク管理体制を構築す
る。不測の事態が発生した場合には、危機管理規程に則り、損害の拡大を防止すべく適切に対応
する。

⑶　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を

月１回以上開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、その審議を経て執行決定
を行うものとする。

②　取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程において、それぞれの
責任者及びその責任について定めることとする。

⑷　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス基本規程を定め、必要に応じて各担当

部署にて規則の策定あるいは取締役及び使用人に対する研修の実施を行うものとする。
②　内部監査部門として、監査室を置くとともに、コンプライアンスの統括部署を総務部とする。
③　取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した

場合には、直ちに監査役に報告するものとし、取締役会において報告するものとする。
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④　法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内通報体制として、内部通報規
程に基づきその運用を行うこととする。

⑤　監査役は当社の法令遵守体制及び内部者通報システムの運用に問題があると認めた場合は、意
見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとする。

⑸　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役の要請があったときは、監査室の職員を監査役の職務を補助する使用人とし、監査役の

指揮命令に従わせるものとする。

⑹　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査室の使用人の人事異動、人事評価等に関しては、監査役会の事前の同意を得るものとする。

⑺　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
①　取締役及び使用人は当社の業務または業績に影響を与える重要な事項について監査役に都度報

告するものとする。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対し
て報告を求めることができることとする。

②　社内通報に関する規程を定め、その適切な運用を維持することにより、法令違反その他コンプ
ライアンス上の問題について監査役への適切な報告体制を確保するものとする。

⑻　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　取締役及び使用人は監査役の監査に対する理解を深め、スムーズな監査を行える環境に整備す

るよう努めるものとする。
②　監査役は代表取締役との定期的な意見交換を行い、また監査室との連携をはかり、適切な意思

疎通及び効果的な監査業務の遂行をはかるものとする。

（注）上記には当事業年度中の体制を記載しておりますが、「会社法の一部を改正する法律」（平成
26年法律第90号）及び「会社法施行規則等の一部を改正する省令」（平成27年法務省令第６号）
が平成27年５月１日に施行されたことに伴い、平成27年５月15日開催の当社取締役会の決議に
より内容を一部改定しております。

　　　なお、改定内容は、当社の業務の適正を確保するための体制及び監査に関する体制について当
社の現状に即した見直し及び法令の改正に合わせて具体的かつ明確な表現への変更したものであ
り、改定後の体制は株式会社東京証券取引所において開示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
会 員 権
保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

14,408,266
2,271,545
2,141,656
1,200,273
1,771,642
1,122,909
5,739,211

52,621
80,538
30,007

△2,141
7,273,785
5,961,368

960,292
480,770
402,942

7,415
99,777

3,559,778
450,392
103,902
1,208,514

870,872
16,857
23,464

105,055
205,121

△12,857

流 動 負 債 2,747,449
買 掛 金 422,042
短 期 借 入 金 1,000,000
１年内返済予定の長期借入金 248,988
未 払 金 464,077
未 払 消 費 税 等 106,319
未 払 法 人 税 等 328,402
賞 与 引 当 金 147,930
そ の 他 29,689
固 定 負 債 1,468,807

長 期 借 入 金 720,024
退 職 給 付 引 当 金 298,257
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 437,802
そ の 他 12,722
負 債 合 計 4,216,256
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 17,170,822
資 本 金 1,789,567
資 本 剰 余 金 1,729,013
資 本 準 備 金 1,728,997
そ の 他 資 本 剰 余 金 16
利 益 剰 余 金 14,043,748
利 益 準 備 金 138,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 13,905,748
別 途 積 立 金 13,337,000
繰 越 利 益 剰 余 金 568,748

自 己 株 式 △391,507
評 価・換算差額等 294,973
その他有価証券評価差額金 294,973
純 資 産 合 計 17,465,795

資 産 合 計 21,682,052 負 債 ・ 純 資 産 合 計 21,682,052
（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
(平成26年 4 月 1 日から)平成27年 3 月31日まで

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 12,084,634
売 上 原 価 9,445,462
売 上 総 利 益 2,639,172

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,693,827
営 業 利 益 945,344

営 業 外 収 益 175,205
受 取 利 息 及 び 配 当 金 25,815
家 賃 収 入 13,853
為 替 差 益 111,224
そ の 他 24,312

営 業 外 費 用 17,728
支 払 利 息 11,862
手 形 売 却 損 5,353
そ の 他 512
経 常 利 益 1,102,821

特 別 利 益 15,753
投 資 有 価 証 券 売 却 益 15,753

特 別 損 失 92,012
固 定 資 産 処 分 損 4,585
減 損 損 失 87,427

税 引 前 当 期 純 利 益 1,026,561
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 425,548
法 人 税 等 調 整 額 △10,254
当 期 純 利 益 611,267

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
(平成26年 4 月 1 日から)平成27年 3 月31日まで

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

平 成 2 6 年 ４ 月 １ 日
残 高 1,789,567 1,728,997 16 1,729,013 138,000 13,157,000 255,532 13,550,532 △391,308 16,677,804

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 5,254 5,254 5,254
会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 1,789,567 1,728,997 16 1,729,013 138,000 13,157,000 260,786 13,555,786 △391,308 16,683,059

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 180,000 △180,000 － －

剰 余 金 の 配 当 △123,305 △123,305 △123,305

当 期 純 利 益 611,267 611,267 611,267

自 己 株 式 の 取 得 △199 △199

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － 180,000 307,962 487,962 △199 487,763

平成27年３月31日
残 高 1,789,567 1,728,997 16 1,729,013 138,000 13,337,000 568,748 14,043,748 △391,507 17,170,822

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平 成 2 6 年 ４ 月 １ 日
残 高 170,775 170,775 16,848,579

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 5,254
会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 170,775 170,775 16,853,834

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 －

剰 余 金 の 配 当 △123,305

当 期 純 利 益 611,267

自 己 株 式 の 取 得 △199

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額(純 額 ) 124,198 124,198 124,198

事業年度中の変動額合計 124,198 124,198 611,961

平成27年３月31日
残 高 294,973 294,973 17,465,795

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券
　時価のあるもの

　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）を採用しております。

　時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
　定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法）を採用し
ております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 31年、38年
機械装置  8 年

②　無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金
　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
②　賞与引当金
　従業員の賞与の支払いに備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。
③　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し
ております。
　イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
　期間定額基準によっております。
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　ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
　（10年）による定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
④　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」と
いう。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26
日）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を、退職給
付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更して
おります。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当
事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減
しております。
　なお、これによる損益及び財政状態に与える影響は軽微であります。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保付債務

①　担保に供している資産
建物 78,070千円
構築物 46,676千円
機械装置 3,393千円
土地 929,653千円

計 1,057,794千円
②　担保付債務

短期借入金 700,000千円
１年内返済予定の長期借入金 99,996千円
長期借入金 75,004千円

計 875,000千円
上記の担保資産及び担保付債務は、全て工場財団抵当並びに当該債務を示しております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 15,684,476千円
⑶　国庫補助金等による圧縮記帳額

　国庫補助金等の受入により取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりであります。
建物 411,125千円
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４．損益計算書に関する注記
（減損損失）
　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

①　減損損失を認識した資産の概要
場　　所 用　　途 種　　類 金　　額（千円）

広 島 県 庄 原 市 ホットメルト接着剤製造設備 建 設 仮 勘 定 67,590
鹿 児 島 県 薩 摩 川 内 市 サ イ ズ 剤 製 造 設 備 建 物 3,832

構 築 物 1,088
機 械 装 置 14,614
車 両 運 搬 具 12
工 具 器 具 備 品 289

合計 87,427
②　減損損失を認識するに至った経緯
　ホットメルト接着剤製造設備につきましては、総領工場の機器移設及び改造工事の基本設計費として建設仮
勘定に計上しておりました。その後、実施に向けて検討した結果、投資の規模やレイアウトなどを鑑み、利用
できないものであると判断したことから全額を減損損失として特別損失に計上しております。
　サイズ剤製造設備につきましては、川内工場の営業利益が継続してマイナスであることから、売却可能な土
地を除く償却資産を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
③　グルーピングの方法
　当社は原則として、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分に基づきグルーピングしておりま
す。
④　回収可能価額の算定方法
　回収可能価額の算定方法につきましては、正味売却価額によっております。なお、正味売却価額は、当事業
年度において当社が把握し得る最善の見積りにより計上しております。

５．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項
株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 10,839,663株 －株 －株 10,839,663株
⑵　自己株式の数に関する事項
株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 564,197株 256株 －株 564,453株

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．平成26年６月17日開催の第56期定時株主総会決議による配当に関する事項
・配 当 金 の 総 額 61,652千円
・１株当たり配当額 ６円
・基 準 日 平成26年 3 月31日
・効 力 発 生 日 平成26年 6 月18日

ロ．平成26年10月24日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配 当 金 の 総 額 61,652千円
・１株当たり配当額 ６円
・基 準 日 平成26年 9 月30日
・効 力 発 生 日 平成26年11月28日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの
　平成27年６月16日開催の第57期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配 当 金 の 総 額 61,651千円
・１株当たり配当額 ６円
・基 準 日 平成27年 3 月31日
・効 力 発 生 日 平成27年 6 月17日

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については主として短期的な預金等によっており、銀行等金融機関からの借入により資
金を調達しております。なお、デリバティブ取引は行っていません。
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、債権管理規程に従い、営業本部が主要な取
引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　また、有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行
体の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を確認しております。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金
調達であります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２.参照）。

貸 借 対 照 表 計 上 額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

⑴　現金及び預金 2,271,545 2,271,545 －
⑵　売掛金 2,141,656 2,141,656 －
⑶　有価証券及び投資有価証券 2,064,174 2,064,174 －

資産計 6,477,376 6,477,376 －
⑴　買掛金 422,042 422,042 －
⑵　短期借入金 1,000,000 1,000,000 －
⑶　未払金 464,077 464,077 －
⑷　未払消費税等 106,319 106,319 －
⑸　未払法人税等 328,402 328,402 －
⑹　長期借入金 969,012 969,459 447

負債計 3,289,853 3,290,300 447
　（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産
⑴　現金及び預金、⑵　売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。
⑶　有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機
関等から提示された価格によっております。
　また、フリーファイナンシャルファンドは短期期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似して
いることから、当該帳簿価額によっております。
負　債
⑴　買掛金、⑵　短期借入金、⑶　未払金、⑷　未払消費税等、⑸　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。
⑹　長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しております。
　なお、長期借入金には１年内返済予定の金額を含めて記載しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 6,972

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
「⑶　有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
棚卸資産評価損 9,923千円
貸倒引当金 702千円
投資有価証券評価損 26,187千円
ゴルフ会員権評価損 5,129千円
未払法人事業税 21,347千円
賞与引当金 42,466千円
未払社会保険料 6,099千円
減価償却超過額 1,908千円
減損損失 6,359千円
退職給付引当金 95,621千円
役員退職給与引当金 140,359千円
繰延税金資産小計 356,105千円
評価性引当金 △31,317千円

繰延税金資産合計 324,788千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △139,194千円
繰延税金負債合計 △139,194千円
繰延税金資産の純額 185,594千円

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,699円80銭
⑵　１株当たり当期純利益 59円49銭
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月13日

ヤスハラケミカル株式会社
取 締 役 会 　 御 中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴 田 良 智 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 世 良 敏 昭 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ヤスハラケミカル株式会社の平成
26年４月１日から平成27年３月31日までの第57期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第57期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の
職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報
告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月15日
ヤスハラケミカル株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 大 原 康 徳 ㊞
社 外 監 査 役 前 岡 　 良 ㊞
社 外 監 査 役 内 林 誠 之 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金処分の件

当社は株主のみなさまへの利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本
としながら、当事業年度の業績並びに今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり当事業年度の期末
配当及びその他の剰余金の処分をさせていただきたいと存じます。
１．期末配当に関する事項

⑴　配当財産の種類
金銭といたします。

⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金６円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は61,651,260円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成27年６月17日といたしたいと存じます。

（注）配当につきましては、すでにお支払いしております中間配当金６円と合わせまして、年間で
１株につき12円の配当金とさせていただきたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
⑴　減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 490,000,000円
⑵　増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 490,000,000円

第２号議案　監査役３名選任の件
監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役３名の選任をお

願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

１
おお

大
はら

原
やす

康
のり

徳
(昭和28年２月27日生)

昭和56年 ４ 月 当社入社
5,900株平成17年11月 当社技術一部部長

平成21年 ６ 月 当社常勤監査役就任（現任）
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

２
まえ

前
おか

岡
 

　
りょう

良
(昭和23年２月24日生)

平成 ６ 年 ３ 月 在間税理士事務所入所

－株平成 ６ 年 ５ 月 当社監査役職務代行者
平成 ６ 年 ６ 月 当社監査役就任（現任）
平成23年 １ 月 小川税理士事務所入所（現任）

３
うち

内
ばやし

林
せい

誠
し

之
(昭和24年５月12日生)

昭和56年 ５ 月 弁護士開業

2,880株平成 ６ 年 ６ 月 当社監査役就任（現任）
（重要な兼職の状況）
青山商事株式会社　社外取締役

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　２．前岡　良氏及び内林誠之氏は、社外監査役候補者であります。なお、当社は社外監査役候補者のうち、

前岡　良氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し同取引所に届け出ており
ます。

　　　３．社外監査役候補者の選任理由について
　　　　・前岡　良氏につきましては、経営者や特定の利害関係者の利益に偏ることなく、公正に当社が社会にお

いて果たす役割を認識し、適法性確保に専門的な知識及び実務経験で培われた実力を発揮していただく
ため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

　　　　・内林誠之氏につきましては、長年の弁護士として培われた法律知識を当社の適法性確保及び監査体制に
活かしていただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

　　　４．前岡　良氏及び内林誠之氏の当社の監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって21年となりま
す。

　　　５．社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断する理由について
　　　　・前岡　良氏につきましては、長年、税理士事務所に勤務され、培われた専門的な知識と実務経験をいか

んなく発揮し、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。
　　　　・内林誠之氏につきましては、直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士として会社法務に

精通され、会社経営を監査する充分な見識を有しておられることから、社外監査役としての職務を適切
に遂行いただけるものと判断しております。

　　　６．社外監査役との責任限定契約について
　　　　　前岡　良氏及び内林誠之氏は、当社との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
5,000千円または法令が定める額のいずれか高い額としており、両氏の再任が承認された場合には、本
契約を継続する予定であります。

以　上

－ 27 －
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